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交通政策基本法の概要

「交通政策基本計画」の閣議決定・実行（第15条）基本理念等(第2条～第7条) 「交通政策基本計画」の閣議決定 実行（第15条）
＜パブリックコメント、審議会への諮問等＞

○交通の果たす機能
・国民の自立した生活の確保
・活発な地域間交流･国際交流

基本的認識（第2条）

国の施策(第16条～第31条)

【豊かな国民生活の実現】
○日常生活の交通手段確保（第16条）…離島等の地域の諸条件への配慮
○高齢者、障害者等の円滑な移動（第17条）…妊産婦、ベビーカー等にも配慮
○交通の利便性向上､円滑化､効率化（第18条）…定時性確保、乗継ぎ円滑化等

活発な地域間交流 国際交流
・物資の円滑な流通

○国民等の交通に対する基本的需要の充足が重要

交通機能の確保・向上（第3条）

【国際競争力の強化】
○国際海上・航空輸送のネットワークと拠点の形成、アクセス強化（第１９条）

【地域の活力の向上】
○国内交通ネットワークと拠点の形成（第20条）

○少子高齢化の進展等に対応しつつ、
・豊かな国民生活の実現
・国際競争力の強化
・地域の活力の向上
に寄与
大規模災害 的確 対応 ○国内交通ネットワ クと拠点の形成（第20条）

○交通に関する事業の基盤強化、人材育成等（第21条）

【大規模災害への対応】
○大規模な災害が発生した場合における交通の機能の低下の抑制及び迅速な回復等

（第22条）…耐震性向上 代替交通手段の確保 多人数の円滑な避難

環境負荷の低減（第4条）

様々な交通手段の適切な役割分担と連携
第 条

○大規模災害に的確に対応

（第22条）…耐震性向上、代替交通手段の確保、多人数の円滑な避難

【環境負荷の低減】
○ エコカー、モーダルシフト、公共交通利便増進等（第23条）

【適切な役割分担と連携】

（第5条）

交通安全対策基本法に基づく交通安全施策と十
分に連携

交通の安全の確保（第7条）

【 切 役 分 連携】
○総合的な交通体系の整備（第24条）…交通需要・老朽化に配慮した重点的な整備
○まちづくり、観光等との連携（第25条～第2７条）

○調査研究（第28条）
○技術の開発及び普及（第29条）…ＩＣＴの活用
○国際的な連携の確保及び国際協力の推進（第30条） 規格標準化 交通インフラの海外

国、地方自治体、事業者等の関係者の責務等
（第8条～第11条）

○国際的な連携の確保及び国際協力の推進（第30条）…規格標準化、交通インフラの海外
展開

○国民等の意見を反映（第31条）

関係者の連携・協働（第6条、第12条）

法制上、財政上の措置（第13条）

国会への年次報告等（第14条） 地方公共団体の施策(第32条)



交通政策基本法 

（平成二十五年十二月四日法律第九十二号） 

 

 

 第一章 総則（第一条―第十四条） 

 第二章 交通に関する基本的施策 

  第一節 交通政策基本計画（第十五条） 

  第二節 国の施策（第十六条―第三十一条） 

  第三節 地方公共団体の施策（第三十二条） 

 附則 

 

   第一章 総則 

 

（目的） 

第一条  この法律は、交通に関する施策について、基本理念及びその実現を図るのに基本となる事項

を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにすることにより、交通安全対策基本法 （昭和

四十五年法律第百十号）と相まって、交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生活

の安定向上及び国民経済の健全な発展を図ることを目的とする。 

 

（交通に関する施策の推進に当たっての基本的認識） 

第二条  交通に関する施策の推進は、交通が、国民の自立した日常生活及び社会生活の確保、活発な

地域間交流及び国際交流並びに物資の円滑な流通を実現する機能を有するものであり、国民生活の安定

向上及び国民経済の健全な発展を図るために欠くことのできないものであることに鑑み、将来にわたっ

て、その機能が十分に発揮されることにより、国民その他の者（以下「国民等」という。）の交通に対

する基本的な需要が適切に充足されることが重要であるという基本的認識の下に行われなければなら

ない。 

 

（交通の機能の確保及び向上） 

第三条  交通に関する施策の推進は、交通が、国民の日常生活及び社会生活の基盤であること、国民

の社会経済活動への積極的な参加に際して重要な役割を担っていること及び経済活動の基盤であるこ

とに鑑み、我が国における近年の急速な少子高齢化の進展その他の社会経済情勢の変化に対応しつつ、

交通が、豊かな国民生活の実現に寄与するとともに、我が国の産業、観光等の国際競争力の強化及び地

域経済の活性化その他地域の活力の向上に寄与するものとなるよう、その機能の確保及び向上が図られ

ることを旨として行われなければならない。 

２  交通の機能の確保及び向上を図るに当たっては、大規模な災害が発生した場合においても交通の

機能が維持されるとともに、当該災害からの避難のための移動が円滑に行われることの重要性に鑑み、

できる限り、当該災害による交通の機能の低下の抑制及びその迅速な回復に資するとともに、当該災害

の発生時における避難のための移動に的確に対応し得るものとなるように配慮しなければならない。 

 

（交通による環境への負荷の低減） 

第四条  交通に関する施策の推進は、環境を健全で恵み豊かなものとして維持することが人間の健康

で文化的な生活に欠くことのできないものであること及び交通が環境に与える影響に鑑み、将来にわた

って、国民が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受することができるよう、交通による環境への負荷の低

減が図られることを旨として行われなければならない。 

 

（交通の適切な役割分担及び有機的かつ効率的な連携） 

第五条  交通に関する施策の推進は、徒歩、自転車、自動車、鉄道車両、船舶、航空機その他の手段

による交通が、交通手段（交通施設及び輸送サービスを含む。以下同じ。）の選択に係る競争及び国民

等の自由な選好を踏まえつつそれぞれの特性に応じて適切に役割を分担し、かつ、有機的かつ効率的に

連携することを旨として行われなければならない。 

 

（連携等による施策の推進） 

第六条  交通に関する施策の推進は、まちづくり、観光立国の実現その他の観点を踏まえ、当該施策

相互間の連携及びこれと関連する施策との連携を図りながら、国、地方公共団体、運輸事業その他交通

に関する事業を行う者（以下「交通関連事業者」という。）、交通施設の管理を行う者（以下「交通施設

管理者」という。）、住民その他の関係者が連携し、及び協働しつつ、行われなければならない。 

 

（交通の安全の確保） 

第七条  交通の安全の確保に関する施策については、当該施策が国民等の生命、身体及び財産の保護

を図る上で重要な役割を果たすものであることに鑑み、交通安全対策基本法 その他の関係法律で定め

るところによる。 

２  交通に関する施策の推進に当たっては、前項に定めるところにより行われる交通の安全の確保に

関する施策との十分な連携が確保されなければならない。 

 

（国の責務） 

第八条  国は、第二条から第六条までに定める交通に関する施策についての基本理念（以下単に「基

本理念」という。）にのっとり、交通に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２  国は、情報の提供その他の活動を通じて、基本理念に関する国民等の理解を深め、かつ、その協

力を得るよう努めなければならない。 

 

（地方公共団体の責務） 

第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、交通に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、そ

の地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２  地方公共団体は、情報の提供その他の活動を通じて、基本理念に関する住民その他の者の理解を

深め、かつ、その協力を得るよう努めなければならない。 

 

（交通関連事業者及び交通施設管理者の責務） 

第十条  交通関連事業者及び交通施設管理者は、基本理念の実現に重要な役割を有していることに鑑



み、その業務を適切に行うよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する交通に関する施策に協

力するよう努めるものとする。 

２  前項に定めるもののほか、交通関連事業者及び交通施設管理者は、基本理念にのっとり、その業

務を行うに当たっては、当該業務に係る正確かつ適切な情報の提供に努めるものとする。 

 

（国民等の役割） 

第十一条  国民等は、基本理念についての理解を深め、その実現に向けて自ら取り組むことができる

活動に主体的に取り組むよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する交通に関する施策に協力

するよう努めることによって、基本理念の実現に積極的な役割を果たすものとする。 

 

（関係者の連携及び協力） 

第十二条  国、地方公共団体、交通関連事業者、交通施設管理者、住民その他の関係者は、基本理念

の実現に向けて、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

 

（法制上の措置等） 

第十三条  政府は、交通に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を

講じなければならない。 

 

（年次報告等） 

第十四条  政府は、毎年、国会に、交通の動向及び政府が交通に関して講じた施策に関する報告を提

出しなければならない。 

２  政府は、毎年、前項の報告に係る交通の動向を考慮して講じようとする施策を明らかにした文書

を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

 

   第二章 交通に関する基本的施策 

 

    第一節 交通政策基本計画 

 

第十五条  政府は、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、交通に関する施策に関

する基本的な計画（以下この条において「交通政策基本計画」という。）を定めなければならない。 

２  交通政策基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  交通に関する施策についての基本的な方針 

二  交通に関する施策についての目標 

三  交通に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

四  前三号に掲げるもののほか、交通に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３  交通政策基本計画は、国土の総合的な利用、整備及び保全に関する国の計画並びに環境の保全に

関する国の基本的な計画との調和が保たれたものでなければならない。 

４  内閣総理大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣は、交通政策基本計画の案を作成し、閣議の決定

を求めなければならない。 

５  内閣総理大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣は、前項の規定により交通政策基本計画の案を作

成しようとするときは、あらかじめ、その趣旨、内容その他の必要な事項を公表し、広く国民等の意見

を求めなければならない。 

６  国土交通大臣は、第四項の規定により交通政策基本計画の案を作成しようとするときは、あらか

じめ、交通政策審議会及び社会資本整備審議会の意見を聴かなければならない。 

７  内閣総理大臣、経済産業大臣及び国土交通大臣は、第四項の規定により交通政策基本計画の案を

作成しようとするときは、あらかじめ、環境の保全の観点から、環境大臣に協議しなければならない。 

８  政府は、交通政策基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを国会に報告するとともに、公表し

なければならない。 

９  第四項から前項までの規定は、交通政策基本計画の変更について準用する。 

 

    第二節 国の施策 

 

（日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保等） 

第十六条  国は、国民が日常生活及び社会生活を営むに当たって必要不可欠な通勤、通学、通院その

他の人又は物の移動を円滑に行うことができるようにするため、離島に係る交通事情その他地域におけ

る自然的経済的社会的諸条件に配慮しつつ、交通手段の確保その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（高齢者、障害者、妊産婦等の円滑な移動のための施策） 

第十七条  国は、高齢者、障害者、妊産婦その他の者で日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限

を受けるもの及び乳幼児を同伴する者が日常生活及び社会生活を営むに当たり円滑に移動することが

できるようにするため、自動車、鉄道車両、船舶及び航空機、旅客施設、道路並びに駐車場に係る構造

及び設備の改善の推進その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（交通の利便性向上、円滑化及び効率化） 

第十八条  国は、前二条に定めるもののほか、国民等の日常生活又は社会生活における交通に対する

基本的な需要が適切に充足されるようにするため、定時性の確保（設定された発着時刻に従って運行す

ることをいう。）、速達性の向上（目的地に到達するまでに要する時間を短縮することをいう。）、快適性

の確保、乗継ぎの円滑化その他交通結節機能の高度化（交通施設及びその周辺の施設における相当数の

人の移動について、複数の交通手段の間を結節する機能を高度化することをいう。）、輸送の合理化その

他の交通の利便性の向上、円滑化及び効率化のために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（国際競争力の強化に必要な施策） 

第十九条  国は、我が国の産業、観光等の国際競争力の強化を図るため、国際海上輸送網及び国際航

空輸送網の形成、これらの輸送網の拠点となる港湾及び空港の整備、これらの輸送網と全国的な国内交

通網とを結節する機能の強化その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（地域の活力の向上に必要な施策） 

第二十条  国は、地域経済の活性化その他の地域の活力の向上を図るため、地域における企業の立地



並びに地域内及び地域間の交流及び物資の流通の促進に資する国内交通網及び輸送に関する拠点の形

成その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（運輸事業その他交通に関する事業の健全な発展） 

第二十一条  国は、運輸事業その他交通に関する事業の安定的な運営が交通の機能の確保及び向上に

資するものであることに鑑み、その健全な発展を図るため、事業基盤の強化、人材の育成その他必要な

施策を講ずるものとする。 

 

（大規模な災害が発生した場合における交通の機能の低下の抑制及びその迅速な回復等に必要な施策） 

第二十二条  国は、大規模な災害が発生した場合における交通の機能の低下の抑制及びその迅速な回

復を図るとともに、当該災害からの避難のための移動を円滑に行うことができるようにするため、交通

施設の地震に対する安全性の向上、相互に代替性のある交通手段の確保、交通の機能の速やかな復旧を

図るための関係者相互間の連携の確保、災害時において一時に多数の者の避難のための移動が生じ得る

ことを踏まえた交通手段の整備その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（交通に係る環境負荷の低減に必要な施策） 

第二十三条  国は、交通に係る温室効果ガスの排出の抑制、大気汚染、海洋汚染及び騒音の防止その

他交通による環境への負荷の低減を図るため、温室効果ガスその他環境への負荷の原因となる物質の排

出の抑制に資する自動車その他の輸送用機械器具の開発、普及及び適正な使用の促進並びに交通の円滑

化の推進、鉄道及び船舶による貨物輸送への転換その他の物の移動の効率化の促進、公共交通機関の利

用者の利便の増進、船舶からの海洋への廃棄物の排出の防止、航空機の騒音により生ずる障害の防止そ

の他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（総合的な交通体系の整備等） 

第二十四条  国は、徒歩、自転車、自動車、鉄道車両、船舶、航空機その他の手段による交通が、そ

れぞれの特性に応じて適切に役割を分担し、かつ、有機的かつ効率的な交通網を形成することが必要で

あることを踏まえつつ、道路交通、鉄道交通、海上交通及び航空交通の間における連携並びに公共交通

機関相互間の連携の強化の促進その他の総合的な交通体系の整備を図るために必要な施策を講ずるも

のとする。 

２  国は、交通に係る需要の動向、交通施設の老朽化の進展の状況その他の事情に配慮しつつ、前項

に規定する連携の下に、交通手段の整備を重点的、効果的かつ効率的に推進するために必要な施策を講

ずるものとする。 

 

（まちづくりの観点からの施策の促進） 

第二十五条  国は、地方公共団体による交通に関する施策が、まちづくりの観点から、土地利用その

他の事項に関する総合的な計画を踏まえ、国、交通関連事業者、交通施設管理者、住民その他の関係者

との連携及び協力の下に推進されるよう、必要な施策を講ずるものとする。この場合においては、当該

連携及び協力が、住民その他の者の交通に対する需要その他の事情に配慮されたものとなるように努め

るものとする。 

 

（観光立国の実現の観点からの施策の推進） 

第二十六条  国は、観光立国の実現が、我が国経済社会の発展のために極めて重要であるとともに、

観光旅客の往来の促進が、地域間交流及び国際交流の拡大を通じて、国民生活の安定向上及び国民経済

の健全な発展を図り、並びに国際相互理解の増進に寄与することに鑑み、観光旅客の円滑な往来に必要

な交通手段の提供の推進、自動車、鉄道車両、船舶及び航空機、旅客施設並びに道路に係る外国語その

他の方法による外国人観光旅客に対する情報の提供の推進その他の交通に関連する観光旅客の往来の

促進に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（協議の促進等） 

第二十七条  国は、国、地方公共団体、交通関連事業者、交通施設管理者、住民その他の関係者が相

互に連携と協働を図ることにより、交通に関する施策の効果的な推進が図られることに鑑み、これらの

者の間における協議の促進その他の関係者相互間の連携と協働を促進するために必要な施策を講ずる

ものとする。 

 

（調査研究） 

第二十八条  国は、交通の動向に関する調査研究その他の交通に関する施策の策定に必要な調査研究

を推進するものとする。 

 

（技術の開発及び普及） 

第二十九条  国は、情報通信技術その他の技術の活用が交通に関する施策の効果的な推進に寄与する

ことに鑑み、交通に関する技術の研究開発及び普及の効果的な推進を図るため、これらの技術の研究開

発の目標の明確化、国及び独立行政法人の試験研究機関、大学、民間その他の研究開発を行う者の間の

連携の強化、基本理念の実現に資する技術を活用した交通手段の導入の促進その他必要な施策を講ずる

ものとする。 

 

（国際的な連携の確保及び国際協力の推進） 

第三十条  国は、交通に関する施策を国際的協調の下で推進することの重要性に鑑み、交通に関し、

我が国に蓄積された技術及び知識が海外において活用されるように配慮しつつ、国際的な規格の標準化

その他の国際的な連携の確保及び開発途上地域に対する技術協力その他の国際協力を推進するため、必

要な施策を講ずるものとする。 

 

（国民等の立場に立った施策の実施のための措置） 

第三十一条  国は、国民等の立場に立って、その意見を踏まえつつ交通に関する施策を講ずるため、

国民等の意見を反映させるために必要な措置その他の措置を講ずるものとする。 

 

    第三節 地方公共団体の施策 

 

第三十二条  地方公共団体は、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた交通に



関する施策を、まちづくりその他の観点を踏まえながら、当該施策相互間の連携及びこれと関連する施

策との連携を図りつつ、総合的かつ計画的に実施するものとする。 

 

   附 則 抄 

 

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から施行する。 
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＜現行の地域公共交通総合連携計画に追加する事項＞

コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築

日常生活等に必要不可欠な
交通手段の確保等

交通政策基本法（平成25年12月4日公布・施行）の具体化（法目的に追加）

関係者相互間の連携と
協働の促進 等

地域公共交通再編実施計画 実施計画 実施計画
･･･

地域公共交通特定事業

地域公共交通再編事業 軌道運送
高度化事業
（ＬＲＴの整備）

鉄道事業
再構築事業
（上下分離） ･･･

地域公共交通網形成計画

地方公共団体が事業者等
の同意の下に策定

国土交通大臣が認定し、計画の実現を後押し

改正後の基本スキーム

本格的な人口減少社会における地域社会の活力の維持・向上

まちづくりの観点からの
交通施策の促進

事業者と協議の上、
地方公共団体が

協議会を開催し策定

現行

面的な公共交通ネットワークを再構築
するため、事業者等が地方公共団体

の支援を受けつつ実施

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律の概要

地方公共団体を中心とした地域公共交通網の再構築を
国が支援する枠組み

◆まちづくりとの連携による都市機能の立地誘導を支える公共交通等へ
の支援の強化
（社会資本整備総合交付金（平成26年度予算9124億円）の内数等）
• 駅前広場やバスの乗換ターミナル、待合所の整備等公共交通の利用環境の

充実を重点的に支援

◆地方公共団体を中心とした地域の面的な公共交通ネットワークの
再構築を推進するための特例制度
• バスの路線、輸送力の設定等に関する許認可の審査基準の緩和
• バスの運賃・料金の規制緩和（上限認可→届出）
• 計画の維持を困難とするような行為の防止
• 事業が実施されない場合の勧告・命令

◆地方公共団体を中心とした地域の面的な公共交通ネットワークの
再構築を支援する予算制度
（地域公共交通確保維持改善事業（平成26年度予算306億円）の内数）

• まちづくりと連携した計画策定を支援。ケーススタディーを実施

→国による全国の取組事例、データの提供を通じた助言
→合意形成を促進

• バスを地方公共団体が購入して民間事業者に貸し付ける場合の国による補
助制度の創設

基本方針
国が策定
まちづくりとの連携を明確化

①地方公共団体が中心となり、
②まちづくりと連携し、
③面的な公共交通ネットワーク を再構築

ポイント目標



 
 

 
 

 
 

  
  

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
 

 
  

 
 

  
 

 
  

  

 

 

 
  

 
   

 
   

 
 

 
  

 
  

 
 



 
 

 
 

 

 
 
 

 

 
  

 
   

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
  
  
  
 

 
  
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  
  
  
  



  
  
 

 
  
   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 

 
  
  
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 

 
 

 
  
 

 
 

 
 

 
 

 
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 



 
 

 
 

 
  

 
 

 

 
 

 
 

 
  
 

 
  

 
  

 
 

 
 

 
  
 

 
  

 
  

 

   
 

  
 

 
 

 
 

 

 
  

 

  
   

 
   

 
 

 

  
  

 
 

 
 

 



 
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 

 
 

 
 

 
  
 

 
  

 
 

 

 
 

 
 

 
  
 

 
  

 
  

 

 
   

 
 

 
 

 

 
 

 
  

 
   

 
 

 



   
 

 
 

 
 

 
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 

 
 

 
 

 
  
 

 
 

 
  

 

 
 

 
  
 

 
  

 
  

 

 
   

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 



 
  

 
 

 

 
 

 
 

 
  
  
 

  
 

 
  

 
 

 
 

 
 

 
  
 

 
  

 
  

 

  
 

 
 

 
 

 
 

  
 

   
 

  

 
 

 
  

 
 

 
 

 
   

  
 

 
 

 
 

 



 
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
  
 

 
 

 
   
   

 
   
   

   
   

  
  

  
  

  

 

 
  

  
 

 
 

  
 

 
  

 
  

 

 
  

  

 
 

  
 

 
 

 
 

 
  
  
  
  



  
 
 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

  
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
  
 



 
 

 
  

 
  

 
 

  
 

 
  

  
 

 

 
 

 
 

  
   

 

 
  

 
 

 

 
 

 

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 

 
  

 
 

  
 

 

 
 

 
 

  
 

 
  

  
 

  
 

 
  

 

 
  

 
 



 
 

  
 

  
 

 
   

 
 

 
  

 
 

  
 

 
  

 
 

  
 

 
   

 
 

 
 

 

  
 

  

 
 

 
  

 
  

 
 

 
 

  
    

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



 
  

 
 

 

 
 

 
 

  
  
  

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

機
密

１

変
更

の
ポ

イ
ン

ト

変
更

の
趣

旨
前

文
将

来
に
わ

た
っ
て
持

続
可

能
な
地

域
公

共
交

通
網

を
構

築
し
、
地

域
の

地
域

公
共

交
通

活
性

化
・
再

生
の
促

進
に
関

す
る
基

本
方

針
変

更
案

の
ポ
イ
ン
ト

○
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
第
3条

に
基

づ
き
、

国
土
交
通
大
臣
が
基
本
方
針
を
策
定

○
今

般
、
同

法
の

改
正

に
伴

い
、
地

域
公

共
交

通
の

活
性

化
及

び
再

生
が

都
市
機
能
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
と
な
る
よ
う
配
慮
し
て
定
め
る
も
の
と

さ
れ

た
こ
と
を
踏

ま
え
、
変

更

変
更

の
ポ

イ
ン

ト

2
活

性
化

及
び
再

生
の

目
標

「
住

民
、
来

訪
者

の
移

動
手

段
の

確
保
、

「
安

全
・
安

心
で
質

の
高

い
運

送
サ

ー
ビ
ス
の

提
供

等
」
に
加

え
、

「
地

域
社

会
全

体
の

価
値

向
上
」
と
し
て

具
体
的
に
以
下
の
項
目
を
追
加

1
活

性
化

及
び
再

生
の

意
義

以
下

に
つ
い
て
追

加

民
間

事
業

者
の

事
業

運
営

に
任

せ
き
り
で
あ
っ
た
従

来
の

枠
組

み
か
ら

脱
却

し
、
地

方
公

共
団
体

が
先
頭

に
立

っ
て
、
地

域
の
関

係
者
が

知
恵

を
出

し
合

い
、
合

意
の
下

で
、
持

続
可
能

な
地

域
公
共

交
通
網

を
構

想

前
文 に
追
加

活
力

を
維

持
す
る
と
と
も
に
、
個

性
あ
ふ

れ
る
地

方
の

創
生

を
推

進

一
地

域
公

共
交

通
の

活
性

化
及

び
再

生
の

意
義

及
び
目

標
に
関

す
る
事

項

一
持

続
可

能
な
地

域
公

共
交

通
網

の
形
成
に
資
す
る
地

域
公

共
交

通
の

活
性

化
及

び
再

生
の

意
義

及
び
目

標
に

関
す
る
事

項

現
行

法
改

正
後

コ
ン
パ

ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り

の
実

現

ま
ち
の

に
ぎ
わ

い
の

創
出

や
健

康
増

進

観
光

振
興

施
策

と
の

連
携

に
よ
る

人
の

交
流

の
活

発
化

具
体
的
に
以
下
の
項
目
を
追
加

を
出

し
合

い
、
合

意
の
下

で
、
持

続
可
能

な
地

域
公
共

交
通
網

を
構

想
し
、
そ
の

実
現

に
向

け
て
地

域
公

共
交

通
の
活

性
化
及

び
再

生
を
図

る

急
速

な
少

子
高

齢
化

・
人

口
減
少

社
会
に
お
い
て
、
都

市
の

再
生
や

地
域
の
活
力
の
向
上
及
び
持
続
的
発
展
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
コ
ン
パ

ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り
と
と
も
に
、
拠

点
同
士

、
あ
る
い
は

拠
点

と
居
住

エ
リ
ア

を
結

ぶ
地

域
公

共
交

通
網

の
充
実

が
必
要

不
可
欠

項

二
地

域
公

共
交

通
総

合

関
す
る
事

項

二
地

域
公

共
交

通
網

形
成

計
画

の

基
本

的
な
方

針
以

下
の

4
点

に
留

意
し
記

載

①
ま
ち
づ
く
り
、
観
光
振
興
等
の

地
域

戦
略

と
の

一
体

性
の

確
保

③
多
様
な
交
通

サ
ー
ビ
ス
の
組
合
せ

②
地

域
全

体
を
見

渡
し
た

総
合
的
な
公
共
交
通

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

④
住

民
の

協
力

を
含
む
関
係
者
の
連
携

区
域

：
交
通
圏
を
基
本

目
標

：
具

体
的

・
明

確
に
設

定

事
業
・
実

施
主

体
：

計
画

区
域

に
お
け
る
地

域
公

計
画

の
達

成
状

況
の

評
価

：
計

画
期

間
：
5年

程
度
を
原
則
。
中
長
期
的
に
地
域

1
形

成
計

画
の

記
載

事
項

連
携
計
画
の
作
成
に
関

す
る
基

本
的

な
事

項

三
地

域
公

共
交

通
特

定

作
成

に
関

す
る
基

本
的

な
事

項
事

実
体

域
域

共
交
通
を
一
体
的
に
形
成
計
画
の
対
象
と
す
る

立
地

適
正

化
計

画
、

観
光

圏
整

備
計

画
等

他
の

分
野

の
計

画
と
の

連
携

地
域
の
目
指
す
べ
き
将
来
像
や
、
計
画

の
目
標
を
達
成
す
る
上
で
必
要
な

サ
ー
ビ
ス
の

水
準

等
に
つ
い
て
協

議

独
占

禁
止

法
の

規
定
に
抵
触

し
な
い
よ
う
留

意

評
価

の
方

法
・
実

施
時

期
を
記

載
が
目
指
す
べ
き
将
来
像
も
念
頭
に
お
き
つ
つ
、
作
成

2
都

市
計

画
等

と
の

調
和

3
協

議
会

地
域

公
共

交
通

特
定

事
業

従
来

の
特

定
事

業
（
軌

道
運

送
高

度
化

・
道

路
運
送

高
度
化

・
海

上
運

送
高

度
化

・
鉄

道
事

業
再

構
築
・
鉄
道

再
生
）
に
加

え
、

を
追

加

事
業

そ
の

他
の

連
携

計
画
に
定
め
る
事
業
に
関

す
る
基

本
的

な
事

項

四
新
地

域
旅

客
運

送
事

業
に
関

す
る
基

本
的

な
事

三
地

域
公

共
交

通
特

定
事

業
そ
の

他
の

形
成

計
画

に
定
め
る
事
業
に
関
す
る

基
本
的
な
事
項

四
新

地
域

旅
客

運
送

事
業

に
関

す
る
基

本
的
な
事
項

地
域

公
共

交
通

再
編

実
施

計
画

の
認

定

基
本
方
針
に
照
ら
し
て
適
切
か
、

特
に
、
計
画
の
基
礎
と
な
っ
て
い
る
形
成
計
画
に
つ
い
て
、
上
記
①
～
④
の

「
基
本
的
な
方
針
」
に
沿
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か
を
踏
ま
え
判
断

地
域

公
共

交
通

再
編

事
業

事
項

五
持

続
可

能
な
地

域
公

共
交

通
網

の
形

成
に
資

す
る
地

域
公

共
交

通
の

活
性

化
及

び
再

生
に
関

す
る
事

業
の

評
価

に
関

す
る
基

本
的

な
事

項

1
関

係
者

の
役

割
以
下
の
項
目
な
ど
を
追
加

2
関

連
す
る
施

策
の

連
携

形
成

計
画

に
掲

げ
た
数

値
目

標
の

達
成
状
況
を
評
価

事
業

実
施

の
効

果
・
効

率
を

定
期
的
に
評
価

基
本
的
な
方
針
」
に
沿
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か
を
踏
ま
え
判
断

国
五

そ
の

他
地

域
公

共
交

通
の

活
性

化
及

び
再

生
に
関

す
る
事

項

六
そ
の

他
持

続
可

能
な
地

域
公

共
交

通
網
の
形
成
に
資
す
る
地

域
公

共
交

通
の

活
性

化
及

び
再

生
に
関

す
る
事

項

ま
ち
づ
く
り
、
観
光
振
興
、
健
康
、
福
祉
、
環
境
な
ど
様
々

な
分

野
に
お
け
る
施

策
と
の

連
携

を
図

る
こ
と
が

重
要

ま
ち
づ
く
り
と
地

域
公

共
交

通
の

担
当

者
が

合
同

し
て
、

地
方

公
共

団
体

等
に
助

言
等

を
行

っ
て
い
く
こ
と
を
推

進

事
業

者

人
材

育
成

情
報

提
供

協
議

会
へ

の
積

極
的

参
画

利
用

者
減

少
を

食
い
止

め
、

回
復

し
て
い
く
取

組

情
報
・
デ
ー
タ

の
提

供

認
定

地
域

公
共

交
通

再
編

実
施

計
画

等
に

基
づ
い
て
地

域
公

共
交

通
網

を
再

構
築

す
る

取
組
に
対
し
て
、
重
点
的
に
支
援
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タクシー「サービス向上」「安⼼利⽤」推進法による制度変更のポイント
新旧

原 ◆ 新規参⼊：許 可 制 原 ◆ 新規参⼊：許 可 制
特 措 法

新規参⼊ 許 可 制新規参⼊ 増⾞ 禁 ⽌
特定地域（⼤⾂指定・運審諮問） 準特定地域（⼤⾂指定）

新規参⼊ 許 可 制
特 定 地 域 （ ⼤ ⾂ 指 定 ）

原

則

◆ 新規参⼊：許 可 制
◆ 増 ⾞：届 出 制
◆ ⾃動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

原

則

◆ 新規参⼊：許 可 制
◆ 増 ⾞：届 出 制
◆ ⾃動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

◆ 新規参⼊：許 可 制
◆ 増 ⾞：認 可 制
◆ 公定幅運賃（下限割れには変更命令）

◆ 新規参⼊・増⾞ ： 禁 ⽌
◆ 強制⼒ある供給削減措置
◆ 公定幅運賃（下限割れには変更命令）
独禁法適⽤除外

◆ 新規参⼊：許 可 制
◆ 増 ⾞：認 可 制
◆ ⾃動認可運賃（下限割れには厳正な審査）

独禁法適⽤ 協議会 協議会協議会

期間３年 期間３年期間３年

独禁法適⽤

事業者計画

営業⽅法による
削減の申出

地域計画 地域計画

活性化事業計画

新規参⼊・
増⾞への意⾒

地域計画

認
可

認
定

認
可

特定事業計画 認
定

全てのインサイ
ダー事業者が事

事業者 事業者事業者
事業者計画

アウトサイダー
事業者

新規参⼊の許可
増⾞の認可

（⾃主的な需要活性化策と
併せて供給削減措置を実施）

国
営業⽅法による削減の

勧告・命令

性化事業

事業者 国

可 定特定事業計画 定 業者計画の認可
を受けることが
必須

意⾒聴取（⾃主的な需要活性化策と
供給削減措置を実施）

（⾃主的な需要活性化策と
併せて供給削減措置を実施）

事業者

全国 指定地域 特定指定地域
タ ク 特 法

全国 指定地域 特定指定地域

※指定事由がなくなったと認める
ときは指定期間に関わらず解除

※指定事由がなくなったと認める
ときは指定期間に関わらず解除

※指定事由がなくなったと認める
ときは指定期間に関わらず解除

全国 指定地域
（政令で指定）

特定指定地域
（政令で指定）

― 登録制
〔講習〕

登録制
〔試験〕

過労運転防 措 義務付

全国 指定地域
（告⽰で指定）

特定指定地域
（告⽰で指定）

登録制
〔試験〕

登録制
〔試験〕

登録制
〔講習〕

道 路 運 送 法 ◆ 過労運転防⽌措置の義務付け
過労運転の防⽌に関する規定を省令から法律に引き上げ

◆ 事業者に対する適正化事業の実施
貨物⾃動⾞運送事業法と同主旨の規定を整備

―



特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法 

（平成二十一年六月二十六日法律第六十四号） 

 

最終改正：平成二五年一一月二七日法律第八三号 

 

 

 第一章 総則（第一条・第二条） 

 第二章 特定地域及び準特定地域の指定（第三条・第三条の二） 

 第三章 基本方針等（第四条―第七条） 

 第四章 協議会（第八条） 

 第五章 特定地域計画等 

  第一節 特定地域計画（第八条の二―第八条の六） 

  第二節 事業者計画（第八条の七―第八条の九） 

  第三節 合意事業者以外の一般乗用旅客自動車運送事業者に対する措置（第八条の十） 

  第四節 営業方法の制限に関する命令（第八条の十一） 

 第六章 準特定地域計画等（第九条―第十四条） 

 第七章 特定地域及び準特定地域における許可等の特例 

  第一節 特定地域における許可等の特例（第十四条の二・第十四条の三） 

  第二節 準特定地域における許可等の特例（第十四条の四―第十五条の二） 

 第八章 特定地域及び準特定地域における運賃の特例（第十六条―第十六条の四） 

 第九章 雑則（第十七条―第二十条） 

 第十章 罰則（第二十条の二―第二十一条） 

 附則 

 

   第一章 総則 

 

（目的） 

第一条  この法律は、一般乗用旅客自動車運送が地域公共交通として重要な役割を担っており、地域

の状況に応じて、地域における輸送需要に対応しつつ、地域公共交通としての機能を十分に発揮できる

ようにすることが重要であることに鑑み、国土交通大臣による特定地域及び準特定地域の指定並びに基

本方針の策定、特定地域において組織される協議会による特定地域計画の作成並びにこれに基づく一般

乗用旅客自動車運送事業者による供給輸送力の削減及び活性化措置の実施、準特定地域において組織さ

れる協議会による準特定地域計画の作成及びこれに基づく一般乗用旅客自動車運送事業者による活性

化事業等の実施並びに特定地域及び準特定地域における道路運送法 （昭和二十六年法律第百八十三号）

の特例について定めることにより、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適

正化及び活性化を推進し、もって地域における交通の健全な発達に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条  この法律において「一般乗用旅客自動車運送事業」とは、道路運送法第三条第一号 ハの一般

乗用旅客自動車運送事業（国土交通大臣が指定するものを除く。）をいう。 

２  この法律において「一般乗用旅客自動車運送事業者」とは、一般乗用旅客自動車運送事業を経営

する者をいう。 

３  この法律において「一般乗用旅客自動車運送」とは、一般乗用旅客自動車運送事業者が行う旅客

の運送をいう。 

４  この法律において「地域公共交通」とは、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 （平成十

九年法律第五十九号）第二条第一号 に規定する地域公共交通をいう。 

５  この法律において「特定地域」とは、次条第一項の規定により指定された地域をいう。 

６  この法律において「準特定地域」とは、第三条の二第一項の規定により指定された地域をいう。 

７  この法律において「活性化事業」とは、一般乗用旅客自動車運送事業について、利用者の選択の

機会の拡大に資する情報の提供、情報通信技術の活用による運行の管理の高度化、利用者の特別の需要

に応ずるための運送の実施その他の国土交通省令で定める措置（一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸

送力を増加させるものとして国土交通省令で定めるものを除く。）を講ずることにより、輸送需要に対

応した合理的な運営及び法令の遵守の確保並びに運送サービスの質の向上及び輸送需要の開拓を図り、

もって一般乗用旅客自動車運送事業の活性化に資する事業をいう。 

８  この法律において「活性化措置」とは、活性化事業その他の一般乗用旅客自動車運送事業の活性

化を推進するために行う事業及び一般乗用旅客自動車運送事業の譲渡又は譲受け、一般乗用旅客自動車

運送事業者たる法人の合併又は分割その他経営の合理化に資する措置として国土交通省令で定めるも

のをいう。 

９  この法律において「事業用自動車」とは、道路運送法第二条第八項 に規定する事業用自動車（国

土交通大臣が指定するものを除く。）をいう。 

 

   第二章 特定地域及び準特定地域の指定 

 

（特定地域の指定） 

第三条  国土交通大臣は、特定の地域において、一般乗用旅客自動車運送事業が供給過剰（供給輸送

力が輸送需要量に対し過剰であることをいう。以下同じ。）であると認める場合であって、当該地域に

おける一般乗用旅客自動車運送事業の次に掲げる状況に照らして、当該地域における供給輸送力の削減

をしなければ、一般乗用旅客自動車運送事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利

便を確保することにより、その地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難であるため、当

該地域の関係者の自主的な取組を中心として一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化を推進

することが特に必要であると認めるときは、当該特定の地域を、期間を定めて特定地域として指定する

ことができる。 

一  事業用自動車一台当たりの収入の状況 

二  法令の違反その他の不適正な運営の状況 

三  事業用自動車の運行による事故の発生の状況 

２  国土交通大臣は、前項の規定により特定地域を指定した場合において、当該指定の期間が経過し

た後において更にその指定の必要があると認めるときは、期間を定めて、その指定の期限を延長するこ



とができる。当該延長に係る期限が経過した後において、これを更に延長しようとするときも、同様と

する。 

３  国土交通大臣は、特定地域について第一項に規定する指定の事由がなくなったと認めるときは、

当該特定地域について同項の規定による指定を解除するものとする。 

４  第一項の規定による指定、第二項の規定による期限の延長及び前項の規定による指定の解除は、

告示によって行う。 

５  都道府県知事は、国土交通大臣に対し、当該都道府県について第一項の規定による指定及び第二

項の規定による期限の延長を行うよう要請することができる。 

６  市町村長は、当該市町村の属する都道府県の知事を経由して、国土交通大臣に対し、当該市町村

について第一項の規定による指定及び第二項の規定による期限の延長を行うよう要請することができ

る。 

 

（準特定地域の指定） 

第三条の二  国土交通大臣は、特定の地域において、一般乗用旅客自動車運送事業が供給過剰となる

おそれがあると認める場合であって、当該地域における一般乗用旅客自動車運送事業の前条第一項各号

に掲げる状況に照らして、当該地域の輸送需要に的確に対応しなければ、一般乗用旅客自動車運送事業

の健全な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通

としての機能を十分に発揮することができなくなるおそれがあるため、当該地域の関係者の自主的な取

組を中心として一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化を推進することが必要であると認め

るときは、当該特定の地域を、期間を定めて準特定地域として指定することができる。 

２  前条第二項から第六項までの規定は、前項の規定による指定について準用する。 

 

   第三章 基本方針等 

 

（基本方針） 

第四条  国土交通大臣は、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及

び活性化に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めるものとする。 

２  基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化の意義及び目標に関する事項 

二  第八条の二第一項に規定する特定地域計画の作成に関する基本的な事項 

三  第八条の二第一項に規定する特定地域計画に定める一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の

削減及び活性化措置に関する基本的な事項 

四  第九条第一項に規定する準特定地域計画の作成に関する基本的な事項 

五  活性化事業その他の第九条第一項に規定する準特定地域計画に定める事業に関する基本的な事項 

六  その他一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化の推進に関する基本的な事項 

３  国土交通大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、基本方針を変更するものとする。 

４  国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するもの

とする。 

 

（一般乗用旅客自動車運送事業者等の責務） 

第五条  一般乗用旅客自動車運送事業者であって特定地域又は準特定地域内に営業所を有するもの及

びこれらの者の組織する団体（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）は、一般乗用旅客

自動車運送が地域公共交通として重要な役割を担っていることを自覚し、当該特定地域又は準特定地域

において、地域における輸送需要の把握及びこれに応じた適正かつ合理的な運営の確保を図るための措

置、地域における利用者の需要の多様化及び高度化に的確に対応した運送サービスの円滑かつ確実な提

供を図るための措置その他の一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化のために必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。 

 

（国の責務） 

第六条  国は、特定地域及び準特定地域において一般乗用旅客自動車運送事業者等その他の関係者が

行う一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する取組のために必要となる情報の収集、整

理、分析及び提供、助言その他の支援を行うよう努めなければならない。 

２  国は、特定地域及び準特定地域において一般乗用旅客自動車運送事業者等その他の関係者が行う

一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する取組と相まって、一般乗用旅客自動車運送事

業の適正化を推進するため、検査、処分その他の監督上必要な措置を的確に実施するものとする。 

 

（関係者相互の連携及び協力） 

第七条  国、地方公共団体、一般乗用旅客自動車運送事業者等その他の関係者は、特定地域及び準特

定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化を推進するため、相互に連携を図りな

がら協力するよう努めなければならない。 

 

   第四章 協議会 

 

第八条  特定地域及び準特定地域において、関係地方公共団体の長、一般乗用旅客自動車運送事業者

等、一般乗用旅客自動車運送事業の事業用自動車の運転者の組織する団体及び地域住民は、次条第一項

に規定する特定地域計画の作成及び当該特定地域計画の実施に係る連絡調整並びに第九条第一項に規

定する準特定地域計画の作成及び当該準特定地域計画の実施に係る連絡調整その他当該特定地域及び

準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な協議を行う

ための協議会（以下単に「協議会」という。）を組織することができる。 

２  協議会は、必要があると認めるときは、次に掲げる者をその構成員として加えることができる。 

一  一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に資する他の事業を営む者 

二  学識経験を有する者 

三  その他協議会が必要と認める者 

３  協議会は、第一項に規定する者が任意に加入し、又は脱退することができ、かつ、前項の規定に

基づき構成員として加えた者が任意に脱退することができるものでなければならない。 

４  前三項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

   第五章 特定地域計画等 



 

    第一節 特定地域計画 

 

（特定地域計画の認可） 

第八条の二  特定地域において組織された協議会は、当該特定地域における一般乗用旅客自動車運送

事業の適正化及び活性化を推進しようとするときは、当該適正化及び活性化を推進するための計画（以

下「特定地域計画」という。）を作成し、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更し

ようとするときも、同様とする。 

２  特定地域計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化の推進に関する基本的な方針 

二  特定地域計画の目標 

三  当該特定地域において削減すべき一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力 

四  当該特定地域において行うべき一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減の方法 

五  当該特定地域内に営業所を有する各一般乗用旅客自動車運送事業者が削減すべき一般乗用旅客自

動車運送事業の供給輸送力 

六  当該特定地域内に営業所を有する各一般乗用旅客自動車運送事業者が行うべき一般乗用旅客自動

車運送事業の供給輸送力の削減の方法 

七  前各号に掲げるもののほか、当該特定地域における供給輸送力の削減に関し必要な事項 

３  特定地域計画には、当該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の活性化を推進するため、

次に掲げる事項を定めることができる。 

一  前項第二号の目標を達成するために行う活性化措置及びその実施主体に関する事項 

二  前項各号及び前号に掲げるもののほか、特定地域計画の実施に関し当該協議会が必要と認める事

項 

４  第一項の認可の申請には、次項第二号の基準に適合することを証する書面その他国土交通省令で

定める書類を添付しなければならない。 

５  国土交通大臣は、第一項の認可をしようとするときは、次の基準によって、これをしなければな

らない。 

一  特定地域計画に定める事項が基本方針に照らし適切なものであること。 

二  特定地域計画に定める事項が都市計画その他法律の規定による地域の交通に関する計画との調和

が保たれたものであること。 

三  協議会が特定地域計画を作成した際に当該協議会の構成員として当該特定地域計画の作成に合意

をした一般乗用旅客自動車運送事業者が当該特定地域計画に係る特定地域内の営業所に配置する事業

用自動車の台数の合計が当該特定地域内の営業所に配置される事業用自動車の総台数の三分の二以上

であること。 

四  特定地域計画に定める事項が当該特定地域の一般乗用旅客自動車運送事業の供給過剰の状況を是

正するための必要かつ最小限度の範囲を超えないものであること。 

五  特定地域計画に定める事項が特定の一般乗用旅客自動車運送事業者に対し不当な差別的取扱いを

するものでないこと。 

六  特定地域計画に定める事項が旅客の利益を不当に害するものでないこと。 

６  国土交通大臣は、第一項の認可をしたときは、当該認可に係る特定地域計画（以下「認可特定地

域計画」という。）の内容その他国土交通省令で定める事項を公表しなければならない。 

 

（認可特定地域計画に定められた事項の実施） 

第八条の三  協議会が認可特定地域計画を作成した際に当該協議会の構成員として当該認可特定地域

計画の作成に合意をした一般乗用旅客自動車運送事業者（以下「合意事業者」という。）は、当該認可

特定地域計画に従い、一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減を行わなければならない。 

２  協議会が認可特定地域計画を作成した際に当該協議会の構成員として当該認可特定地域計画の作

成に合意をした者であって、当該認可特定地域計画に定められた活性化措置の実施主体とされたものは、

当該認可特定地域計画に従い、活性化措置を実施しなければならない。 

３  認可特定地域計画を作成した協議会（以下「認可協議会」という。）は、当該認可特定地域計画の

目標を達成するために必要があると認めるときは、合意事業者以外の当該認可特定地域計画に係る特定

地域内に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者及び当該認可特定地域計画に定められた活性

化措置の実施主体とされた者以外の者に対し、当該認可特定地域計画に定められた一般乗用旅客自動車

運送事業の供給輸送力の削減及び活性化措置の実施のために必要な協力を要請することができる。 

 

（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 の適用除外） 

第八条の四  私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 （昭和二十二年法律第五十四号）の規

定は、認可特定地域計画及び認可特定地域計画に基づいてする行為には、適用しない。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

一  不公正な取引方法を用いるとき。 

二  一定の取引分野における競争を実質的に制限することにより旅客の利益を不当に害することとな

るとき。 

三  第八条の六第四項の規定による公示があった後一月を経過したとき（同条第三項の請求に応じ、

国土交通大臣が次条第三項の規定による処分をした場合を除く。）。 

２  第八条の六第三項の規定による請求が認可特定地域計画に定める事項の一部について行われたと

きは、当該認可特定地域計画に定める事項のうち当該請求に係る部分以外の部分に関しては、前項ただ

し書（第三号に係る部分に限る。）の規定にかかわらず、同項本文の規定の適用があるものとする。 

 

（認可特定地域計画の変更命令等） 

第八条の五  国土交通大臣は、認可特定地域計画の内容が第八条の二第五項第一号又は第二号に適合

しないものとなったと認めるときは、認可協議会に対し、当該認可特定地域計画の変更を命ずることが

できる。 

２  国土交通大臣は、認可協議会が前項の規定による命令に従わないときは、第八条の二第一項の認

可を取り消すことができる。 

３  国土交通大臣は、認可特定地域計画の内容が第八条の二第五項第四号から第六号までのいずれか

に適合しないものとなったと認めるときは、認可協議会に対し、当該認可特定地域計画の変更を命じ、

又は同条第一項の認可を取り消さなければならない。 

４  国土交通大臣は、認可協議会が前項の規定による命令に従わないときは、第八条の二第一項の認



可を取り消さなければならない。 

 

（公正取引委員会との関係） 

第八条の六  国土交通大臣は、第八条の二第一項の認可をしたときは、遅滞なく、当該認可に係る認

可特定地域計画を公正取引委員会に通知しなければならない。 

２  国土交通大臣は、前条第三項又は第四項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を公

正取引委員会に通知しなければならない。 

３  公正取引委員会は、認可特定地域計画の内容が第八条の二第五項第四号から第六号までのいずれ

かに適合しないものとなったと認めるときは、国土交通大臣に対し、前条第三項の規定による処分をす

べきことを請求することができる。 

４  公正取引委員会は、前項の規定による請求をしたときは、その旨を官報に公示しなければならな

い。 

 

    第二節 事業者計画 

 

（事業者計画の認可） 

第八条の七  特定地域計画について第八条の二第一項の認可があったときは、合意事業者（この法律、

道路運送法 又はタクシー業務適正化特別措置法 （昭和四十五年法律第七十五号）の規定により一般乗

用旅客自動車運送事業に係る道路運送法第四条第一項 の許可（第十八条の四第二項を除き、以下単に

「許可」という。）の取消しを受けた者その他国土交通省令で定める者を除く。以下この条から第八条

の十一までにおいて同じ。）は、正当な理由がある場合を除き、当該認可に係る第八条の二第六項の公

表後六月以内に、単独で又は共同して、各合意事業者が削減する一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸

送力、その削減の方法等について定めた計画（以下「事業者計画」という。）を作成し、国土交通大臣

の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２  事業者計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  各合意事業者が削減する一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力 

二  各合意事業者が行う一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減の方法 

三  前二号に掲げるもののほか、各合意事業者が行う一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削

減に関し必要な事項として国土交通省令で定める事項 

四  認可特定地域計画において活性化措置（活性化事業以外の一般乗用旅客自動車運送事業の活性化

を推進するために行う事業を除く。以下同じ。）の実施主体とされた合意事業者にあっては、次に掲げ

る事項 

イ 活性化措置の内容 

ロ 活性化措置の実施時期 

ハ 活性化措置の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

ニ 活性化措置の効果 

ホ イからニまでに掲げるもののほか、活性化措置の実施のために必要な事項として国土交通省令で定

める事項 

３  国土交通大臣は、第一項の認可をしようとするときは、次の基準によって、これをしなければな

らない。 

一  事業者計画に定める事項が認可特定地域計画に照らし適切なものであること。 

二  事業者計画に定める事項が一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減を確実に行うため適

切なものであること。 

三  事業者計画に定める事項が道路運送法第十五条第一項 又は第三十六条第一項 若しくは第二項 

の認可を要するものである場合にあっては、その内容が同法第十五条第二項 又は第三十六条第三項 に

おいて準用する同法第六条 各号に掲げる基準に適合すること。 

四  事業者計画に前項第四号に掲げる事項が定められている場合にあっては、当該事項が活性化措置

を確実に遂行するため適切なものであること。 

 

（道路運送法 の特例） 

第八条の八  前条第一項の認可を受けた合意事業者（以下「認可合意事業者」という。）が当該認可に

係る事業者計画（以下「認可事業者計画」という。）に基づき一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画

（道路運送法第五条第一項第三号 の事業計画をいう。以下同じ。）の変更をする場合においては、当該

認可合意事業者が当該認可を受けたことをもって、同法第十五条第一項 の認可を受け、又は同条第三

項 若しくは第四項 の規定による届出をしたものとみなす。 

２  認可合意事業者が認可事業者計画（前条第二項第四号に掲げる事項が定められているものに限る。）

に基づき一般乗用旅客自動車運送事業の譲渡若しくは譲受け又は一般乗用旅客自動車運送事業者たる

法人の合併若しくは分割をする場合においては、当該認可合意事業者が当該認可を受けたことをもって、

道路運送法第三十六条第一項 又は第二項 の認可を受けたものとみなす。 

 

（認可事業者計画の変更命令等） 

第八条の九  国土交通大臣は、合意事業者が正当な理由がなく事業者計画について第八条の七第一項

の認可を受けないときは、当該合意事業者に対し、事業者計画（営業方法の制限のみによる一般乗用旅

客自動車運送事業の供給輸送力の削減を定めたものに限る。）の認可を受けることを命ずることができ

る。 

２  国土交通大臣は、認可合意事業者が正当な理由がなく認可事業者計画に従って事業用自動車の台

数の削減による一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減を行っていないと認めるときは、当該

認可合意事業者に対し、当該認可事業者計画の変更（営業方法の制限のみによる一般乗用旅客自動車運

送事業の供給輸送力の削減を定めた計画への変更に限る。第五項において同じ。）を命ずることができ

る。 

３  国土交通大臣は、認可合意事業者が正当な理由がなく認可事業者計画に従って営業方法の制限に

よる一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減を行っていないと認めるときは、当該認可合意事

業者に対し、当該認可事業者計画に従って営業方法の制限による一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸

送力の削減を行うことを命ずることができる。 

４  国土交通大臣は、認可合意事業者が正当な理由がなく認可事業者計画に従って活性化事業を実施

していないと認めるときは、当該認可合意事業者に対し、当該認可事業者計画に従って活性化事業を実

施することを勧告することができる。 

５  国土交通大臣は、認可事業者計画の内容が第八条の七第三項各号のいずれかに適合しないものと



なったと認めるときは、認可合意事業者に対し、当該認可事業者計画の変更を命ずることができる。 

 

    第三節 合意事業者以外の一般乗用旅客自動車運送事業者に対する措置 

 

第八条の十  一の特定地域に係る全ての合意事業者が第八条の七第一項の認可を受けた場合において、

当該特定地域に係る認可協議会から申出があったときは、国土交通大臣は、当該特定地域において、合

意事業者以外の当該特定地域内に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者の事業活動により、当

該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進が阻害されている事態が存し、かつ、

このような事態を放置しては当該一般乗用旅客自動車運送事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安

全及び利用者の利便を確保することにより、その地域公共交通としての機能を十分に発揮することに支

障が生ずると認めるときは、国土交通省令の定めるところにより、当該一般乗用旅客自動車運送事業者

に対し、当該特定地域に係る認可特定地域計画の内容を参酌して、営業方法の制限による一般乗用旅客

自動車運送事業の供給輸送力の削減を行うよう勧告することができる。 

２  前項の申出には、同項の事態が存することを明らかにする書面その他国土交通省令で定める書類

を添付しなければならない。 

３  国土交通大臣は、第一項の申出があったときは、遅滞なく、同項の勧告をするかどうかを決定し、

その申出をした認可協議会にその結果を通知しなければならない。 

 

    第四節 営業方法の制限に関する命令 

 

第八条の十一  一の特定地域に係る全ての合意事業者が第八条の七第一項の認可を受けた場合におい

て、当該特定地域に係る認可協議会から申出があったときは、国土交通大臣は、当該特定地域において、

次の各号のいずれかに該当する事態が存し、かつ、このような事態を放置しては当該特定地域における

一般乗用旅客自動車運送事業の健全な経営を維持し、並びに輸送の安全及び利用者の利便を確保するこ

とにより、その地域公共交通としての機能を十分に発揮することに著しい支障が生ずると認めるときに

限り、当該特定地域に係る認可特定地域計画の内容を参酌して、国土交通省令をもって、営業方法の制

限による一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減について定め、当該特定地域内に営業所を有

する一般乗用旅客自動車運送事業者の全てに対し、これに従うべきことを命ずることができる。この場

合において、国土交通大臣は、その事業活動がこの条に定める事態の生じたことについて関係がないと

認める一般乗用旅客自動車運送事業者については、その者に限り、当該営業方法の制限に関する命令の

全部又は一部の適用を受けないものとすることができる。 

一  合意事業者以外の当該特定地域内に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者の事業活動に

より、当該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進が阻害されていること。 

二  合意事業者による一般乗用旅客自動車運送事業の自主的な供給輸送力の削減をもってしては、当

該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化を推進することができないこと。 

２  前条第二項及び第三項の規定は、前項の申出について準用する。 

 

   第六章 準特定地域計画等 

 

（準特定地域計画） 

第九条  準特定地域において組織された協議会は、基本方針に基づき、当該準特定地域における一般

乗用旅客自動車運送事業の活性化を推進するための計画（以下「準特定地域計画」という。）を作成す

ることができる。 

２  準特定地域計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  一般乗用旅客自動車運送事業の活性化の推進に関する基本的な方針 

二  準特定地域計画の目標 

三  前号の目標を達成するために行う活性化事業その他の事業及びその実施主体に関する事項 

四  前三号に掲げるもののほか、準特定地域計画の実施に関し当該協議会が必要と認める事項 

３  準特定地域計画は、都市計画その他法律の規定による地域の交通に関する計画との調和が保たれ

たものでなければならない。 

４  準特定地域計画は、その作成に係る合意をした協議会の構成員である一般乗用旅客自動車運送事

業者が当該準特定地域計画に係る準特定地域内の営業所に配置する事業用自動車の台数の合計が当該

準特定地域内の営業所に配置される事業用自動車の総台数の過半数であるものでなければならない。 

５  協議会は、準特定地域計画を作成したときは、遅滞なく、これを公表するとともに、国土交通大

臣に送付しなければならない。 

６  国土交通大臣は、前項の規定により準特定地域計画の送付を受けたときは、協議会に対し、必要

な助言をすることができる。 

７  第三項から前項までの規定は、準特定地域計画の変更について準用する。 

 

（準特定地域計画に定められた事業の実施） 

第十条  準特定地域計画の作成に係る合意をした協議会の構成員であって、当該準特定地域計画に定

められた事業の実施主体とされたものは、当該準特定地域計画に従い、事業を実施しなければならない。 

２  準特定地域計画を作成した協議会は、当該準特定地域計画の目標を達成するために必要があると

認めるときは、当該準特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対し、当該準特

定地域計画に定められた事業の実施のために必要な協力を要請することができる。 

 

（活性化事業計画の認定） 

第十一条  準特定地域計画において活性化事業に関する事項が定められたときは、当該準特定地域計

画の作成に係る合意をした協議会の構成員であって、活性化事業の実施主体とされた一般乗用旅客自動

車運送事業者は、単独で又は共同して、当該準特定地域計画に即して活性化事業を実施するための計画

（以下「活性化事業計画」という。）を作成し、これを国土交通大臣に提出して、その活性化事業計画

が一般乗用旅客自動車運送事業の活性化を適切かつ確実に推進するために適当である旨の認定を申請

することができる。 

２  活性化事業計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  活性化事業の内容 

二  活性化事業の実施時期 

三  活性化事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

四  活性化事業の効果 



五  前各号に掲げるもののほか、活性化事業の実施のために必要な事項として国土交通省令で定める

事項 

３  活性化事業計画には、活性化事業と相まって、準特定地域計画に基づく一般乗用旅客自動車運送

事業の活性化を推進するため、一般乗用旅客自動車運送事業の譲渡又は譲受け、一般乗用旅客自動車運

送事業者たる法人の合併又は分割、一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減その他経営の合理

化に資する措置として国土交通省令で定めるもの（以下「事業再構築」という。）について、次に掲げ

る事項を定めることができる。 

一  内容 

二  実施時期 

三  効果 

四  前三号に掲げるもののほか、その実施のために必要な事項として国土交通省令で定める事項 

４  国土交通大臣は、第一項の規定による認定の申請があった場合において、その活性化事業計画が

次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。 

一  活性化事業計画に定める事項が基本方針に照らし適切なものであること。 

二  活性化事業計画に定める事項が活性化事業（当該活性化事業計画に事業再構築に関する事項が定

められている場合にあっては、活性化事業及び事業再構築。以下同じ。）を確実に遂行するため適切な

ものであること。 

三  活性化事業計画に定める事項が道路運送法第十五条第一項 又は第三十六条第一項 若しくは第二

項 の認可を要するものである場合にあっては、その内容が同法第十五条第二項 又は第三十六条第三項 

において準用する同法第六条 各号に掲げる基準に適合すること。 

四  活性化事業計画に共同事業再構築（二以上の一般乗用旅客自動車運送事業者が共同して行う事業

再構築をいう。以下同じ。）に関する事項が定められている場合にあっては、次のイ及びロに適合する

こと。 

イ 共同事業再構築を行う一般乗用旅客自動車運送事業者と他の一般乗用旅客自動車運送事業者との

間の適正な競争が確保されるものであること。 

ロ 一般乗用旅客自動車運送の利用者及び関連事業者の利益を不当に害するおそれがあるものでない

こと。 

５  前項の認定を受けた者は、当該認定に係る活性化事業計画を変更しようとするときは、国土交通

大臣の認定を受けなければならない。 

６  第四項の規定は、前項の変更の認定について準用する。 

７  第四項の認定及び第五項の変更の認定に関し必要な事項は、国土交通省令で定める。 

 

（公正取引委員会との関係） 

第十二条  国土交通大臣は、二以上の一般乗用旅客自動車運送事業者の申請に係る活性化事業計画（共

同事業再構築に係る事項が記載されているものに限る。第三項において同じ。）について前条第四項の

認定（同条第五項の変更の認定を含む。以下同じ。）をしようとする場合において、必要があると認め

るときは、当該認定に係る申請書の写しを公正取引委員会に送付するとともに、公正取引委員会に対し、

当該送付に係る活性化事業計画に従って行おうとする共同事業再構築が一般乗用旅客自動車運送事業

における競争に及ぼす影響に関する事項その他の必要な事項について意見を述べるものとする。この場

合において、国土交通大臣は、当該活性化事業計画に係る準特定地域の一般乗用旅客自動車運送事業に

おける市場の状況その他の当該意見の裏付けとなる根拠を示すものとする。 

２  公正取引委員会は、必要があると認めるときは、国土交通大臣に対し、前項の規定による送付を

受けた活性化事業計画について意見を述べるものとする。 

３  国土交通大臣及び公正取引委員会は、国土交通大臣が前条第四項の認定をした活性化事業計画に

従ってする共同事業再構築について、当該認定後の経済的事情の変化により、一般乗用旅客自動車運送

事業者間の適正な競争を阻害し、又は一般乗用旅客自動車運送の利用者及び関連事業者の利益を不当に

害することとならないよう、相互に緊密に連絡するものとする。 

 

（道路運送法の特例） 

第十三条  第十一条第四項の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）がその認定に係る活性化

事業計画（以下「認定活性化事業計画」という。）に基づき一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画の

変更をする場合においては、当該認定事業者が当該認定を受けたことをもって、道路運送法第十五条第

一項の認可を受け、又は同条第三項若しくは第四項の規定による届出をしたものとみなす。 

２  認定事業者が認定活性化事業計画（事業再構築に関する事項が定められているものに限る。）に基

づき一般乗用旅客自動車運送事業の譲渡若しくは譲受け又は一般乗用旅客自動車運送事業者たる法人

の合併若しくは分割をする場合においては、当該認定事業者が当該認定を受けたことをもって、道路運

送法第三十六条第一項又は第二項の認可を受けたものとみなす。 

 

（認定の取消し等） 

第十四条  国土交通大臣は、認定事業者が正当な理由がなく認定活性化事業計画に従って活性化事業

を実施していないと認めるときは、当該認定事業者に対し、当該認定活性化事業計画に従って活性化事

業を実施すべきことを勧告することができる。 

２  国土交通大臣は、前項の規定による勧告を受けた認定事業者が当該勧告に従わないときは、その

認定を取り消すことができる。 

３  国土交通大臣は、認定活性化事業計画が第十一条第四項各号のいずれかに適合しないものとなっ

たと認めるときは、認定事業者に対して、当該認定活性化事業計画の変更を指示し、又はその認定を取

り消すことができる。 

 

   第七章 特定地域及び準特定地域における許可等の特例 

 

    第一節 特定地域における許可等の特例 

 

（許可の禁止） 

第十四条の二  国土交通大臣は、許可の申請があった場合において、当該申請に係る営業区域が特定

地域の全部又は一部を含むものであるときは、当該許可をしてはならない。 

 

（供給輸送力を増加させる事業計画の変更の禁止） 

第十四条の三  一般乗用旅客自動車運送事業者は、特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の



供給輸送力を増加させるものとして国土交通省令で定める事業計画の変更をすることができない。 

 

    第二節 準特定地域における許可等の特例 

 

（許可の特例） 

第十四条の四  国土交通大臣は、許可の申請があった場合において、当該申請に係る営業区域が準特

定地域の全部又は一部を含むものであるときは、道路運送法第六条各号に掲げる基準のほか、当該許可

を行うことにより当該準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業が供給過剰とならないものと

して国土交通大臣が定める基準に適合するかどうかを審査しなければならない。この場合において、国

土交通大臣は、当該申請が当該基準に適合しないと認めるときは、許可をしてはならない。 

２  国土交通大臣は、前項の申請に対し許可をしようとする場合において、当該準特定地域において

協議会が組織されているときは、国土交通省令で定めるところにより、当該協議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

 

（供給輸送力を増加させる事業計画の変更の特例） 

第十五条  道路運送法第十五条第三項に規定する事業計画の変更であって、一般乗用旅客自動車運送

事業者が準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力を増加させるものとして国土

交通省令で定めるものについては、同条第一項中「第三項、第四項」とあるのは、「第四項」とし、同

条第三項の規定は、適用しない。 

２  準特定地域の指定が解除された際又は準特定地域の指定期間が満了した際現にされている前項の

規定により読み替えて適用する道路運送法第十五条第一項の認可の申請であって、前項に規定する事業

計画の変更に係るものは、同条第三項の規定によりした届出とみなす。ただし、準特定地域の指定の解

除後又は準特定地域の指定期間の満了後引き続き当該地域が特定地域として指定された場合は、この限

りでない。 

 

第十五条の二  国土交通大臣は、一般乗用旅客自動車運送事業者が準特定地域における一般乗用旅客

自動車運送事業の供給輸送力を増加させるものとして国土交通省令で定める事業計画の変更について、

道路運送法第十五条第一項（前条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。次項において同

じ。）の認可の申請があった場合には、同法第十五条第二項において準用する同法第六条各号に掲げる

基準のほか、次に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなげればならない。この場合において、国土

交通大臣は、当該申請が当該基準に適合しないと認めるときは、当該認可をしてはならない。 

一  当該申請を行った一般乗用旅客自動車運送事業者に当該認可を行うことにより当該準特定地域に

おける一般乗用旅客自動車運送事業が供給過剰とならないものとして国土交通大臣が定める基準に適

合するものであること。 

二  当該申請を行った一般乗用旅客自動車運送事業者に係る事業用自動車一台当たりの収入の状況、

法令の遵守の状況、事業用自動車の運行による事故の発生の状況その他の状況が国土交通大臣が定める

基準に適合するものであること。 

２  第十四条の四第二項の規定は、前項の規定により道路運送法第十五条第一項の認可をしようとす

る場合について準用する。 

 

   第八章 特定地域及び準特定地域における運賃の特例 

 

（運賃の範囲の指定） 

第十六条  国土交通大臣は、第三条第一項又は第三条の二第一項の規定により特定地域又は準特定地

域を指定した場合には、当該特定地域又は準特定地域において協議会が組織されているときは、国土交

通省令で定めるところにより、当該協議会の意見を聴いて、当該特定地域又は準特定地域における一般

乗用旅客自動車運送事業に係る旅客の運賃（国土交通省令で定める運賃を除く。以下同じ。）の範囲を

指定し、当該運賃の範囲を、その適用の日の国土交通省令で定める日数前までに、公表しなければなら

ない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２  前項の規定により指定する運賃の範囲は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

一  能率的な経営を行う標準的な一般乗用旅客自動車運送事業者が行う一般乗用旅客自動車運送事業

に係る適正な原価に適正な利潤を加えた運賃を標準とすること。 

二  特定の旅客に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

三  道路運送法第九条第六項第三号に規定する一般旅客自動車運送事業者の間に不当な競争を引き起

こすこととなるおそれがないものであること。 

３  特定地域の指定の解除後若しくは指定期間の満了後引き続き当該地域が準特定地域として指定さ

れた際又は準特定地域の指定の解除後若しくは指定期間の満了後引き続き当該地域が特定地域として

指定された際、現に当該地域において適用されている第一項の運賃の範囲については、同項の規定によ

り指定され、当該指定の日に適用があるものとして公表されたものとみなす。 

 

（報告の徴収） 

第十六条の二  国土交通大臣は、前条第一項の規定による運賃の範囲の指定を適正かつ円滑に行うた

め必要があると認めるときは、国土交通省令で定めるところにより、一般乗用旅客自動車運送事業者等

に対し、当該特定地域又は準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業に関し、報告を求めること

ができる。 

 

（道路運送法の特例） 

第十六条の三  道路運送法第九条の三の規定は、第十六条第一項の運賃の範囲が適用された特定地域

及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業に係る旅客の運賃には、適用しない。 

 

（運賃の届出等） 

第十六条の四  第十六条第一項の規定により運賃の範囲が公表された特定地域又は準特定地域内に営

業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者は、当該運賃の範囲の適用後に当該特定地域又は準特定地

域において行う一般乗用旅客自動車運送事業に係る旅客の運賃を定め、あらかじめ、国土交通大臣に届

け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２  前項の運賃は、当該特定地域又は準特定地域について第十六条第一項の規定により指定された運

賃の範囲内で定めなければならない。 

３  国土交通大臣は、第一項の規定により届け出られた運賃が、前項の規定に適合しないと認めると



きは、当該一般乗用旅客自動車運送事業者に対し、期間を定めてその運賃を変更すべきことを命ずるこ

とができる。 

４  特定地域又は準特定地域について第十六条第一項の運賃の範囲が適用された際現に当該特定地域

又は準特定地域において行われている一般乗用旅客自動車運送事業について道路運送法第九条の三第

一項の認可を受けている運賃は、当該運賃が当該運賃の範囲内にある場合には、第一項の規定により届

け出られた運賃とみなす。 

５  特定地域又は準特定地域について第十六条第一項の運賃の範囲が適用された際現にされている当

該特定地域又は準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業に係る道路運送法第九条の三第一項

の認可の申請は、第一項の規定によりされた届出とみなす。 

６  特定地域若しくは準特定地域の指定が解除された際又は特定地域若しくは準特定地域の指定期間

が満了した際現に当該特定地域又は準特定地域において行われている一般乗用旅客自動車運送事業に

ついて第一項の規定により届け出られた運賃は、当該運賃が当該特定地域又は準特定地域について第十

六条第一項の規定により指定された運賃の範囲内にある場合には、道路運送法第九条の三第一項の認可

があったものとみなす。 

７  特定地域若しくは準特定地域の指定が解除された際又は特定地域若しくは準特定地域の指定期間

が満了した際現に当該特定地域又は準特定地域において行われている一般乗用旅客自動車運送事業に

ついて第一項の規定により届け出られた運賃が、当該特定地域又は準特定地域について第十六条第一項

の規定により指定された運賃の範囲内にない場合には、当該一般乗用旅客自動車運送事業を行っている

一般乗用旅客自動車運送事業者は、当該特定地域若しくは準特定地域の指定が解除され、又は当該特定

地域若しくは準特定地域の指定期間が満了した時から六月以内に、旅客の運賃を定め、道路運送法第九

条の三第一項の認可を受けなければならない。 

８  前項に規定する場合において、当該一般乗用旅客自動車運送事業者が同項の認可の申請をしたと

きは、当該特定地域若しくは準特定地域の指定が解除され、又は当該特定地域若しくは準特定地域の指

定期間が満了した時からその認可があった旨又は認可しない旨の通知を受ける日までは、前項に規定す

る第一項の規定により届け出られた運賃は、道路運送法第九条の三第一項の認可を受けたものとみなす。 

９  前三項の規定は、特定地域の指定の解除後若しくは指定期間の満了後引き続き当該地域が準特定

地域として指定され、又は準特定地域の指定の解除後若しくは指定期間の満了後引き続き当該地域が特

定地域として指定された場合は、適用しない。 

 

   第九章 雑則 

 

（報告の徴収及び立入検査） 

第十七条  国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、国土交通省令で定めるところに

より、一般乗用旅客自動車運送事業者等に対し、特定地域又は準特定地域における一般乗用旅客自動車

運送事業に関し、報告をさせることができる。 

２  国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、一般乗用旅客自動車運送

事業者等の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問さ

せることができる。 

３  前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

４  第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 

（輸送の安全を確保するための措置等） 

第十七条の二  国土交通大臣は、特定地域又は準特定地域において一般乗用旅客自動車運送事業の適

正化及び活性化が阻害されていることにより、その地域公共交通としての機能を十分に発揮することが

できなくなるおそれがある場合として国土交通省令で定める場合には、当該特定地域又は準特定地域内

に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者に対し、輸送の安全を確保するための措置その他必要

な措置を講ずることを命ずることができる。 

 

（許可の取消し等） 

第十七条の三  国土交通大臣は、一般乗用旅客自動車運送事業者がこの法律又はこの法律に基づく命

令若しくは処分に違反したときは、六月以内の期間を定めて輸送施設の当該一般乗用旅客自動車運送事

業のための使用の停止若しくは一般乗用旅客自動車運送事業の停止を命じ、又は許可を取り消すことが

できる。 

２  道路運送法第四十一条の規定は、前項の規定により輸送施設の使用の停止又は一般乗用旅客自動

車運送事業の停止を命じた場合について準用する。 

 

（権限の委任） 

第十八条  この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところにより、地方運

輸局長に委任することができる。 

 

（運輸審議会への諮問） 

第十八条の二  国土交通大臣は、次に掲げる処分等をしようとするときは、運輸審議会に諮らなけれ

ばならない。 

一  第三条第一項の規定による特定地域の指定又は同条第二項の規定による期限の延長 

二  第八条の二第一項の規定による特定地域計画の認可 

三  第八条の五第三項の規定による認可特定地域計画の変更命令又は同項若しくは同条第四項の規定

による認可の取消し 

四  第八条の十第一項の規定による勧告 

五  第八条の十一第一項の規定による命令 

六  第十六条第一項の規定による運賃の範囲の指定 

七  第十七条の三第一項の規定による一般乗用旅客自動車運送事業の停止の命令又は許可の取消し 

 

（利害関係人等の意見の聴取） 

第十八条の三  地方運輸局長は、その権限に属する前条第二号、第三号及び第六号に掲げる事項につ

いて、必要があると認めるときは、利害関係人又は参考人の出頭を求めて意見を聴取することができる。 

２  地方運輸局長は、その権限に属する前項に規定する事項について利害関係人の申請があったとき、

又は国土交通大臣の権限に属する同項に規定する事項若しくは一般乗用旅客自動車運送事業の停止の



命令若しくは許可の取消しについて国土交通大臣の指示があったときは、利害関係人又は参考人の出頭

を求めて意見を聴取しなければならない。 

３  前二項の意見の聴取に際しては、利害関係人に対し、証拠を提出する機会が与えられなければな

らない。 

４  第一項及び第二項の意見の聴取に関し必要な事項は、国土交通省令で定める。 

 

（聴聞の特例） 

第十八条の四  地方運輸局長は、その権限に属する一般乗用旅客自動車運送事業の停止の命令をしよ

うとするときは、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十三条第一項の規定による意見陳述のため

の手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。 

２  地方運輸局長の権限に属する一般乗用旅客自動車運送事業の停止の命令又は許可の取消しの処分

に係る聴聞の主宰者は、行政手続法第十七条第一項の規定により当該処分に係る利害関係人が当該聴聞

に関する手続に参加することを求めたときは、これを許可しなければならない。 

３  前項の聴聞の主宰者は、聴聞の期日において必要があると認めるときは、参考人の出頭を求めて

意見を聴取することができる。 

 

（国土交通省令への委任） 

第十九条  この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、国土交通省令で定め

る。 

 

（経過措置） 

第二十条  この法律の規定に基づき国土交通省令を制定し、又は改廃する場合においては、国土交通

省令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に

関する経過措置を含む。）を定めることができる。 

 

   第十章 罰則 

 

第二十条の二  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役若しくは百五十万円以下の罰金

に処し、又はこれを併科する。 

一  第十六条の二の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

二  第十七条の三第一項の規定による輸送施設の使用の停止又は一般乗用旅客自動車運送事業の停止

の処分に違反した者 

 

第二十条の三  次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。 

一  第八条の二第一項の認可を受けていない特定地域計画に定められた事項（同条第二項に掲げる事

項に限る。）を実施した者 

二  第八条の九第一項から第三項まで若しくは第五項、第八条の十一第一項若しくは第十七条の二又

は第十七条の三第二項において準用する道路運送法第四十一条第一項の規定による命令に違反した者 

三  第十六条の四第一項の規定による届出をしないで、又は同項の規定により届け出た運賃によらな

いで、運賃を収受した者 

四  第十六条の四第三項の規定による命令に違反して、運賃を収受した者 

五  第十七条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

六  第十七条第二項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、

若しくは虚偽の陳述をした者 

七  第十七条の三第二項において準用する道路運送法第四十一条第三項の規定に違反した者 

 

第二十一条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各

本条の罰金刑を科する。 

 

   附 則 抄 

 

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討を

加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

３  政府は、この法律の施行の状況、一般乗用旅客自動車運送事業の供給過剰の状況等を勘案し、地

域公共交通としての一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化並びに利用者の利益の増進を推

進する観点から、一般乗用旅客自動車運送事業の許可、運賃及び料金、事業用自動車の数に係る事業計

画の変更、事故の報告等一般乗用旅客自動車運送事業に係る道路運送法に基づく制度の在り方について

早急に検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

４  政府は、一般乗用旅客自動車運送事業が地域公共交通として重要な役割を担っていることにかん

がみ、一般乗用旅客自動車運送事業の事業用自動車の運転者の登録等に関する制度の在り方について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

   附 則 （平成二三年五月二日法律第三五号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。 

 

   附 則 （平成二五年一一月二七日法律第八三号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して二月を経過した日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

二  附則第九条及び第十六条の規定 公布の日 



 

（特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法の一部改正

に伴う経過措置） 

第二条  この法律の施行の際現に第一条の規定による改正前の特定地域における一般乗用旅客自動車

運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（以下「旧特定地域特措法」という。）第三条第一項

の規定により特定地域として指定されている地域（以下「旧特定地域」という。）については、旧特定

地域特措法（これに基づく命令を含む。）の規定は、同項の規定により定められた期間が満了するまで

の間（旧特定地域が、第一条の規定による改正後の特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動

車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（以下「新特定地域等特措法」という。）第三条第

一項の規定により特定地域として指定され、又は新特定地域等特措法第三条の二第一項の規定により準

特定地域として指定されたときは、新特定地域等特措法第三条第一項又は第三条の二第一項の規定によ

る指定が行われるまでの間。次項において同じ。）、なおその効力を有する。 

２  旧特定地域については、この法律の施行の際現に旧特定地域特措法第四条第一項の規定により定

められている基本方針は、旧特定地域特措法第三条第一項の規定により定められた期間が満了するまで

の間、なおその効力を有する。 

 

第三条  旧特定地域について、新特定地域等特措法第三条第一項の規定により特定地域として指定さ

れ、又は新特定地域等特措法第三条の二第一項の規定により準特定地域として指定された際現に旧特定

地域特措法第八条第一項の規定により組織されている協議会（以下「旧協議会」という。）であって、

新特定地域等特措法第八条第三項の基準に適合するものは、同条第一項の規定により組織された協議会

（以下「新協議会」という。）とみなす。 

 

第四条  旧特定地域について新特定地域等特措法第三条の二第一項の規定により準特定地域として指

定された際現に旧特定地域特措法第九条第一項の規定により作成されている地域計画（前条の規定によ

り新協議会とみなされる旧協議会が作成したものに限る。以下「旧地域計画」という。）であって、新

特定地域等特措法第四条第一項の規定に基づき定められた基本方針に適合するものは、新特定地域等特

措法第九条第一項の規定により作成された準特定地域計画（次条において単に「準特定地域計画」とい

う。）とみなす。 

 

第五条  旧特定地域について新特定地域等特措法第三条の二第一項の規定により準特定地域として指

定された際現に旧特定地域特措法第十一条第一項の規定により作成されている特定事業計画（前条の規

定により準特定地域計画とみなされる旧地域計画に係るものに限る。）は、新特定地域等特措法第十一

条第一項の規定により作成された活性化事業計画とみなす。 

 

第六条  旧特定地域について新特定地域等特措法第三条の二第一項の規定により準特定地域として指

定された際現にされている旧特定地域特措法第十一条第一項の規定による認定の申請は、新特定地域等

特措法第十一条第一項の規定による認定の申請とみなす。 

 

第七条  旧特定地域について新特定地域等特措法第三条の二第一項の規定により準特定地域として指

定された際現にされている旧特定地域特措法第十五条第一項の規定により読み替えて適用する道路運

送法第十五条第一項の認可の申請であって、旧特定地域特措法第十五条第一項に規定する事業計画の変

更に係るものは、新特定地域等特措法第十五条第一項の規定により読み替えて適用する道路運送法第十

五条第一項の認可の申請とみなす。 

 

第八条  新特定地域等特措法第三条第一項の規定により指定された特定地域において組織される新協

議会は、新特定地域等特措法第八条の二第一項に規定する特定地域計画を作成するに当たっては、旧特

定地域特措法第十三条第一項に規定する認定特定事業計画に基づいて行われた一般乗用旅客自動車運

送事業の供給輸送力の減少の実績も勘案し、当該特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業者間の

適正かつ公平な一般乗用旅客自動車運送事業の供給輸送力の削減が図られるよう努めなければならな

い。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第十五条  この法律（第二条の規定については、同条の規定）の施行前にした行為に対する罰則の適

用については、なお従前の例による。 

 

（政令への委任） 

第十六条  附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰

則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

（検討） 

第十七条  政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の

実施状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。 



自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会
最終とりまとめ（概要）

○ 移譲の目的は、国会審議中の地域公共交通活性化・再生法改正法案と相まって、地方公共団体による創意工夫をこらした地域
の交通ネットワークの形成・充実の取り組みを促進することにある。

○ 移譲が有効活用されるようにするためにも、国土交通省が今回の提言内容を速やかに実施し、継続的にフォローアップを行っ
ていくべき。

自動車局が設置した「自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会（座長：後藤春彦
早稲田大学創造理工学部長）」では、現在国会で審議中の地方分権一括法案に盛り込まれた自家用有償旅客運送の事務・権限の希
望する市町村等への移譲について、具体的な移譲の進め方や自家用有償旅客運送の有効活用に資する運用ルールの緩和のあり方等
を検討し、以下のとおり最終とりまとめを行った。

１．事務・権限の移譲に関する考え⽅

（１）いわゆる「手挙げ方式」による移譲

・移譲先の市町村長又は都道府県知事を国土交通大臣が指定する
方式により、希望する市町村等に対して移譲する制度とする。
（地方分権一括法案に反映済み）

（２）輸送の安全確保・利用者利益の保護

・移譲される市町村等が事務を適切に遂行する能力・体制を備え

ていることが必要である。

・このため、国土交通省において指定基準の明確化、指導・助言、

市町村を補完する都道府県への働きかけ等を行うべきである。

・移譲後も、移譲を受けた市町村等と密接に連携すべきである。

（３）移譲を促進するための環境整備等

・市町村等が移譲を受けやすくするため、国土交通省において知

見・ノウハウの継承、人材育成に係る支援等を行うべきである。

２．移譲の進め⽅
（１）運用ルールの緩和

・今後の法制的検討で可能と判断されれば、市町村長が
適切と認める「権利能力なき社団」も実施主体として
認めるべきである。

・運送できる旅客として、一定の条件の下で、①地域外
からの生活支援ボランティア、②社会参加が困難な者、
③地域外からの訪問者等も認めるべきである。

（２）運営協議会のあり方の改善等
・他の交通関係協議会と連携するほか、まちづくり、福

祉、教育等の分野と一体的に議論するべきである。
・国土交通省において、協議対象の合理化に向けた働き

かけの継続、合意形成の円滑化に向けた先進事例に関
する情報提供、関係者に対する研修機会の提供、コー
ディネーター役としての有識者の活用や不合理なロー
カルルールの是正の促進等を進めるべきである。

３．運⽤ルールの緩和・運営協議会のあり⽅の改善等

地方分権一括法案 ：地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案
地域公共交通活性化・再生法改正法案：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案











 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「くらしの足をみんなで考える全国フォーラム２０１４」 

◆開催日：２０１４年１１月８日（土）１３：３０～１７：１５ 

１１月９日（日） ９：３０～１６：４５ 

◆場 所 ：東洋大学白山キャンパス（東京都文京区白山 5-28-20）１号館 

◆主催、後援 

・主催：くらしの足をみんなで考える全国フォーラム実行委員会 

・共催：交通エコロジー・モビリティ財団 

・協力：東洋大学 

・後援：国土交通省、厚生労働省、全国社会福祉協議会、 

東洋大学国際共生社会研究センター、日本民営鉄道協会、日本バス協会、 

全国ハイヤー・タクシー連合会、一般財団法人全国福祉輸送サービス協会、 

東京交通新聞社、全国移動サービスネットワーク、ＤＰＩ日本会議、 

市民福祉団体全国協議会 
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